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Marine Stewardship Council Chain of Custody program
消費者向け事業者のための事前審査チェックリスト（第1.0版）
チェックリストについて
本チェックリストは認証取得に向けて－MSC CoC認証プロセスの手引きに言及されている事前審査チェックリストです。いずれの文書も、MSC CoC規準の消費者向け事業者用（CFO）バージョンの各原則の趣旨と意図をご理解頂き、認証取得に役立てて頂くために作成されたものです。チェックリストを使って、貴社が現時点でどの程度MSC規準を満たしているか、そして認証を取得するためにどのような調整が必要なのかを確認することができます。先ずは、貴社にCoC規準の消費者向け事業者用（CFO）バージョンの適用資格があるかどうかをご確認下さい。適用資格は規準のセクションEならびに「認証取得に向けて」の手引きに記載されています。チェックリストはMSCだけでなく、ASCなど、MSC CoC規準を利用している認証制度によって認証されている製品を取り扱っている場合にもご利用いただけます。

免責事項：本チェックリストはあくまでもガイダンスです。これを使用したとしてもMSC規準に則った審査の準備が完全に整うというわけではありません。MSCでは、チェックリストに加え、MSC CoC規準の消費者向け事業者用バージョンを熟読し、貴社で実施されている手順を検証されることを推奨しています。本チェックリストとその内容はMSC（海洋管理協議会）© Marine Stewardship Council 2015に帰属します。不許複製・禁転載。本チェックリストの公用語は英語です。正式文書はMSCのウェブサイトwww.msc.orgに公開されています。コピー、版、または翻訳によって不明瞭な点がある場合、英語版のチェックリストをはじめとするMSCの正式文書を参照し、それに準拠してください。不明な点についてはMSCのstandards@msc.orgまでお問い合わせください。
表１：MSC事前審査チェックリスト

	要求事項
	手順は？
	本部はこれを満たしているか
はい／いいえ／不明
該当しない
	どのような調整が必要か
	現場はこれを満たしているか？

すべて／一部／不明
該当しない
	どのような調整が必要か

	原則１：認証製品は認証取得サプライヤーから購入されなければならない

	1.1  全ての認証製品が認証取得サプライヤーから購入されることを確実にするためのプロセス。
	本部は 承認された調達先リスト等を使用し、各現場が認証取得サプライヤーからのみ認証製品を購入するようにしなければならない。
取引のあるサプライヤーの認証取得の有無についてはMSC Find a Supplierで検索して確認すること。発注する際にはMSC/ASC認証製品と明記しなければならない。

	
	
	
	

	1.2 製品入荷時に製品の認証状況を確認するプロセス。
	入荷製品の管理システムを有しているか？
スタッフは入荷した製品が認証製品かどうかを識別できるか。
入荷時にスタッフはどのような手順で認証製品の識別、確認を行っているか？

	
	
	
	

	1.3初回の認証審査の際の在庫の認証製品は、認証取得サプライヤーから購入されたものであることを実証でき、規準の関連セクションを順守している。
	在庫の認証製品が認証取得サプライヤーから購入したものであることを審査員に実証できるようにすること。
認証審査前に購入した製品であるため、サプライヤーから証拠記録を取り寄せなければならない場合もある。

	
	
	
	

	原則２：認証製品であることが識別できなければならない

	2.1 認証製品は、購入、入荷、保管、取扱い、ラベリング、陳列、提供もしくは販売、配送といった全ての段階において、認証のものとして識別されなければならない。
	認証製品を購入し、提供および／もしくは販売するまでの全過程において、認証製品をラベリング、識別するためにスタッフがとっている手順は？
現場を実際に見て回った結果、誰が見ても認証製品と非認証製品の識別が可能であったか？

	
	
	
	

	2.2 認証製品であることを識別するための包装、ラベル、メニュー、その他の素材が、認証製品のみに使用されることを確実にするためのシステムを運用している。
	現在、スタッフはどのようにしてメニューや鮮魚売場に並べられた製品を間違わずに識別しているか？
同じシステムを使って認証製品と非認証製品を確実に識別できるか？

	
	
	
	

	2.3エコラベルライセンス契約の条件の下で承認を得た場合にのみ、MSC登録商標を使用して認証製品の宣伝をすることができる。
	内部移動のトレーサビリティに「MSC」の頭文字を使用する場合を除き、MSCの登録商標を使用したい場合には、MSCエコラベルユーザーガイドを順守すること。

	
	
	
	

	原則３：認証製品は分別されなければならない

	3.1認証製品と非認証製品の置換えがあってはならない。
	認証製品と非認証製品をどのようにして物理的に分別するか？
これは、MSC認証製品だけを青い箱に入れたり、エコラベルを表示したMSC製品専用の棚で冷蔵するといった簡単な方法で実現可能。
スタッフが誤って違う製品を選ぶリスクは？そのリスクを防ぐために、どのような手順を作業の流れに組み込むことができるか？

	
	
	
	

	3.2認証製品としての主張をする場合、以下3.2.1の場合を除き、認証製品と非認証製品を混ぜてはならない。
	MSCエコラベルを使用したい製品について、認証製品と非認証製品が混ざらないようにするためにどのようなシステムを講じるのか？

	
	
	
	

	3.2.1非認証水産物が認証製品の原料として使用される場合は、MSCIの規定を順守しなければならない。
	MSCは、規定の比率を超えていなければ、非認証水産物を認証製品の原料に使用することを認めている。
メニューや製品の開発に関わるスタッフに、MSC の要求事項の順守を徹底させ、審査員が検証できるよう、非認証原料の比率計算の記録を保持しておくこと。

	
	
	
	

	3.3 事業者が当該製品をMSC認証のものとして販売することを望む場合、MSCのCoC規準を共有する他の認証制度の認証製品と混ぜてはならない。但し、3.3.1 もしくは3.3.2が該当する場合を除く。
	MSCはASCなど、限られた認証制度とCoC規準を共有している。  
認証製品であることを主張するためには、認証製品と非認証製品の混在を防ぐシステムが、MSCとCoC規準を共有する他の制度にも適用できなければならない。

	
	
	
	

	3.3.1 MSCIから特別に許可を得ている。
	許諾を得ていれば、包装にMSCとASCの登録商標を並べて表示することができる。
例えば、製品デザイン承認プロセスの一環として両方のロゴを同時に表示する承認を得ていれば、MSCハドックとASCエビを使用したフィッシュ・パイに両方のロゴを表示することができる。
詳しくは、MSCエコラベルユーザーガイドを参照。

	
	
	
	

	3.3.2  当該製品が、MSC のCoC規準を共有する複数の認証制度によって認証されている。
	 MSCとCoC規準を共有する二つまたはそれ以上の認証制度の認証を取得している供給元からの水産物を使用している場合、MSCI(ecolabel@msc.org)の承諾を得た上で各ロゴを使用することができる。

	
	
	
	

	原則４：認証製品は追跡が可能で、重量が記録されなければならない

	4.1各現場は、販売もしくは提供する全ての認証製品が追跡可能であることを実証できなければならない。
	認証製品としてメニューに表示、あるいは鮮魚売場に並べられている水産物にエコラベルが表示されている場合、鮮魚売場もしくは厨房スタッフは、その製品のトレースバックを行い、審査員に認証製品であることを実証できなければならない。
リコールシステムがある場合には、それをモデルとすることができる。

	
	
	
	

	4.2複数の現場を所有しており、現場間で製品の移動がある場合、認証製品の追跡できるトレーサビリティシステムがなければならない。
	レストランや店舗間で製品をシェアする場合、例えば、在庫が少なくなった場合に、別の店舗やレストランの余剰分を分けてもらうことがある場合、そうした製品の移動記録を保持し、審査員が現場間の製品移動を追跡し、購入時点までトレースバックできるようにしなければならない。
こうした内部での認証製品の移動は、内部の保管、流通ネットワークがある場合にも起こりうることである。

	
	
	
	

	4.3 一定期間における全ての認証製品の記録（購入量、入荷量）を保持しなければならない。
	記録は最低18ヶ月間保持しなければならない。これは、上記の1.1および1.2について審査員が確認する際に必要であると同時に、調査の必要がある場合にサプライヤーの記録と照合するためである。

	
	
	
	

	4.3.1同じ魚種や類似した魚種の認証製品と非認証製品が同時に取り扱われる場合、それら類似魚種の非認証水産物の入荷記録も保持しなければならない。
	これは、認証製品だけが認証製品として識別あるいはラベリングされていることを、審査員が容易に確認できるようにするためである。
例えば一つの店舗で認証と非認証のホタテを同時に仕入れている場合などがこれに該当する。

	
	
	
	

	4.4トレーサビリティ及び数量の記録は、正確、完全であり、改変の無いものでなければならない。
	サプライヤーの発送記録は改変せず、貴社で作成した記録についても改変せずに保持しなければならない。

	
	
	
	

	4.4.1記録が修正された場合は、修正日、及び修正を行った人の名前もしくはイニシャルを含め、変更点を明確に文書化しなければならない。
	製品が返品とされるなど、記録を修正せざるを得ない場合には、変更箇所とその理由を明記しなければならない。

	
	
	
	

	4.5 認証範囲に含まれている製品のみを認証製品として販売することができる。
	調達／購入の責任担当者は、どのような時に認証範囲の拡張が必要なのか、それをいつまでに認証機関の、誰に通知しなければならないのかを把握していなければならない。

	
	
	
	

	原則５：事業者は管理システムを有していなければならない

	5.1. 管理及び現場の統制

	5.1.1本規準の全ての要求事項に対応する管理システムを運用していなければならない。
	CoC規準を確実に満たすためのシステム、方針および手順も含まれている。
小規模、あるいは簡素な業務内容である場合には、管理システムを文書化する必要がない場合がある。

	
	
	
	

	5.1.2 認証機関との連絡やCoC規準への適合に関する文書や情報の要請への対応に責任を持つMSC連絡担当者を1名任命しなければならない。
	審査員および／もしくは認証機関との連絡担当者は、可能であれば１名に限定した方が良い。CoC認証の責任者が連絡担当を兼任してもよい。

	
	
	
	

	5.1.3 本規準への適合を実証する記録を最低18ヶ月間保管しなければならない。
	通常は、認証製品（あるいは認証製品と同魚種もしくは類似の非認証製品）の購入記録、内部のトレーサビリティ記録、スタッフ用の手順説明記録、研修記録等が含まれる。

	
	
	
	

	5.1.4認証水産物を扱う現場を複数所有している場合、5.1.4.1～5.1.4.6の全ての要求事項を順守しなければならない。
	これは、認証水産物を複数の現場で提供している場合のみ適用される。
例えば、5店舗あるレストランのうち、MSCエコラベルを使用するのが1店舗のみの場合には適用されず、2店舗以上で使用したい場合にのみ適用される。

	
	
	
	

	5.1.4.1全ての現場の本規準への適合に責任を有する本部を定める。
	本部は、貴社のCoC認証の責任者が定める所であり、事務所である必要はない。

	
	
	
	

	5.1.4.2認証水産物を扱う全ての現場が本規準の要求事項を確実に満たすための手順を導入する。
	これは、貴社のCoC認証に含まれる現場だけでなく、今後新たに追加される現場についても適用される。
	
	
	
	

	5.1.4.3現場住所及び連絡先の詳細を含み、消費者向け現場と作業現場、もしくはその両者を特定できる、CoC認証書に含まれている各現場の正確なリストを保持する。
	作業現場とは、倉庫や集中調理施設等、認証製品の下拵え、加工、保管、包装、および再包装を行う現場のことである。 
消費者向け現場とは、レストランや食堂、鮮魚売場のあるスーパーなど、最終消費者に直接認水産物を提供する現場を指す。

	
	
	
	

	5.1.4.4 認証機関、審査員もしくはMSCから書面によって現場リストのコピーの提出要請を受けた場合、5日以内に提供する。
	現場リストには5.1.4.3が定める情報が含まれていなければならない。認証機関はこれを使って、表4を元に査察する現場数を計算することになる。

	
	
	
	

	5.1.4.5（直近の審査時との比較で）現場数が50%を超えて増える場合には、事前に認証機関にその旨を通知する。
	50%までは、認証機関に通知することなく、CFO規準に適合する作業現場と消費者向け現場を認証範囲に加えることができる。
例えば、認証範囲にある現場数が10で、ある週に４現場を加え、次の週に２現場加える予定であるとする。 
この場合、あとの２つの現場を加える前に、認証機関にその旨を通知しなければならない。
認証機関は、上記5.1.4.2に準じ、各現場がCFO規準に適合していることを実証する証拠を求めることがある。また、それを検証するために査察を実施する場合がある。

	
	
	
	

	5.1.4.6 認証水産物の販売や提供を停止した現場が、MSCの登録商標を絶対に使用できないようにするためのプロセスを有する。
	鮮魚売場のある200店舗のうちの10店舗に対し、認証水産物の供給ができなくなってしまったとする。この場合、当該店舗と連絡を取り、MSCエコラベルやMSCの頭文字が絶対に使用されないようにしなければならない。
次に現場リストを認証機関に提出する際には、認証範囲から外す必要のある現場がどれかを必ず明記すること。

	
	
	
	

	5.2 研修

	5.2.1 担当責任者は本規準への適合を確実に行うための適格性を有している。
	担当責任者とは、認証水産物の整合性に影響を与える可能性のある決断をしたり、手順を実施したりするスタッフ、請負業者、ボランティアのことを指す。
製品の整合性を保証するために、自分がどのような役割を担っているかを審査員に説明できなければならない。

	
	
	
	

	5.2.2担当責任者には、少なくとも5.2.2.1～5.2.2.3に準じて研修を実施しなければならない。
	既存の研修プログラムに、CoCに関する研修を組み込むことができる。

	
	
	
	

	5.2.2.1初回の認証審査の前。
	研修と初回認証審査の間をあまり空けないようにすると良い。

	
	
	
	

	5.2.2.2新任担当者の研修の一環として。
	年次研修までCoC研修をしないでいると、新任担当者が誤ったラベリングをすることがあるので、必ず実施すること。

	
	
	
	

	5.2.2.3認証取得後、少なくとも年に一回。
	スタッフの配置転換がかなり頻繁に行われるのであれば、これよりも頻繁に実施する必要性があると考えられる。

	
	
	
	

	5.2.3要求事項に則して研修が実施されていることを実証する記録を保持しなければならない。
	研修記録は上記5.1.3の通り、18ヶ月間保持しなければならず、審査員に対し、以下を実証できなければならない。
· いつ、どのような教材が使用されたか
· 研修計画が立てられ、それに則って研修が実施されていること
審査員は研修の成果を検証するために、各消費者向け現場の、少なくとも1名の担当責任者に聞き取り調査を行う。

	
	
	
	

	5.3 変更の報告

	5.3.1 以下5.3.1.1～5.3.1.3の変更があった場合、変更日より10日以内にその旨を書面もしくはeメールにて認証機関に通知しなければならない。
	認証機関との連絡担当責任者に、この期限を確実に認識させておくこと。
	
	
	
	

	5.3.1.1MSC連絡担当者が新しくなった場合。
	CoC認証の管理および／もしくは認証機関との連絡を担当する責任者のこと。

	
	
	
	

	5.3.1.2新しい認証サプライヤーから認証製品を仕入れた場合。
	直近の監査で確認されたサプライヤーリストに載っていない新規のサプライヤーからの入荷があってから10日以内に報告する。

	
	
	
	

	5.3.1.3新たな認証魚種を仕入れた場合（認証範囲の拡張）。
	直近の審査／監査で確認された認証範囲に含まれていない認証魚種の入荷があってから10日以内に報告する。

	
	
	
	

	5.3.2以下5.3.2.1～5.3.2.3の変更を行う前に、認証機関より書面による承認を得なければならない。
	認証機関との連絡担当責任者に、この期限を確実に認識させておくこと。

	
	
	
	

	5.3.2.1 認証製品に関連して、新たな業務を行う場合（認証範囲の拡張）。
	直近の審査／監査で、認証機関によって確認された業務以外を行う場合。
例えば、これまでは消費者向けの小売業務のみであったが、来年からレストランを開業する予定がある場合、これは新規業務と見なされる（業務に関する表 2の定義を参照）。

	
	
	
	

	5.3.2.2 MSC CoC認証を共有する他の認証制度によって認証された製品の販売や取扱いを行うため、CoC認証の範囲を拡げる場合（認証範囲の拡張）。
	MSCとCoC規準を公式に共有する認証制度はMSC websiteにて確認することができる。

	
	
	
	

	5.3.2.3 認証製品の請負加工や包装／再包装を行う新たな請負業者に業務を発注する場合。
	独自に認証を取得している請負業者であることを確認してからでなければ、認証製品の請負加工、包装、再包装業務の発注はできない。

	
	
	
	

	5.4 請負業者

	5.4.1 認証製品を扱う全ての請負業者は、本規準の該当する要求事項に適合しなければならない。
	認証製品の識別、分別、追跡を請負業者に徹底させる責任は、通常、発注元である貴社にあり、請負業者がどのようにして要求事項を満たしているかを審査員に説明できなければならない。

	
	
	
	

	5.4.2運送会社を除き、認証製品を取り扱う全ての請負業者の名称と住所の最新の記録を保持しなければならない。
	審査員が見やすいよう、一つのリストにまとめること。

	
	
	
	

	5.4.3 請負業者が有効なCoC認証を取得している場合のみ、認証製品の加工や包装／再包装を発注することができる。
	独自に認証を取得している請負業者であることを確認してからでなければ、認証製品の請負加工、包装、再包装業務の発注はできない。

	
	
	
	

	5.4.4請負保管施設を使用する場合、その保管施設に対して認証製品に関する記録を要請することができ、また、認証機関がその施設に随時アクセスできるようにしておかなければならない。
	請負保管施設に保管されているトレーサビリティ記録や認証製品を審査員がいつでも確認できるようにする。

	
	
	
	

	5.5 不適合製品

	5.5.1以下5.5.1.1～5.5.1.4の要求事項を含む不適合製品の管理プロセスを有していなければならない。
	以下の場合などにおいては、その製品は不適合と見なされる：

MSCエコラベルが表示されているが、認証供給元からの製品かどうかが確認できない場合。例えば、発注書にはMSCと記載されているのにインボイスにはMSCの記載が無い場合。
· 誤って非認証製品を貴社に販売してしまったという通知をサプライヤーから受けた場合
· 認証水産物の料理に、間違った箱の水産物が使われていた事にスタッフが後で気づいた場合。
リコールシステムがあれば、それをモデルにしてCoCの不適合製品を管理することができる。

	
	
	
	

	5.5.1.1不適合製品を認証製品として販売することを即時停止する。
	認証への懸念がある製品をメニューもしくは鮮魚売場から取り除くことを意味する。
これが現実的に不可能な場合、スタッフが消費者に口頭で、認証製品でないことを伝えなければならない。

	
	
	
	

	5.5.1.2不適合製品の発覚から2日以内に認証機関にその旨を通知し、不適合製品の認証状況を検証するために必要な情報を認証機関に提供する。
	認証機関に提供する情報としては、送り状、内部の移動伝票、インボイス、該当メニューの調理法、および鮮魚売場のレイアウト等が考えられる。

	
	
	
	

	5.5.1.3不適合の理由を明確にし、必要に応じて再発防止のための措置を講じる。
	貴社に問題があった場合にはそれを念頭においた再発防止措置を講じなければならない。例えば、スタッフ研修の強化や、製品入荷時の認証確認手順の改善といった措置が考えられる。

	
	
	
	

	5.5.1.4 認証供給元からのものであることが確認できない不適合製品については、認証品として販売されることが無いよう、ラベルの貼り替えや再包装を行う。
	懸念のあるバッチ／箱／入荷の残りについては、非認証製品として取り扱う。

	
	
	
	

	5.6 トレーサビリティ及びサプライチェーン検証のための要請

	5.6.1トレーサビリティに関する文書や認証製品の売買記録についてのMSC及び認証機関からすべての要請に対して協力しなければならない。
	調査やサプライチェーンを通しての入出荷照合、もしくは認証漁業までのトレースバックが行われることになった場合、MSCもしくは認証機関から関連する記録の提供を要請されることがある。

	
	
	
	

	5.6.1.1文書は要請があってから10日以内に提供しなければならない。
	財務関係の詳細は削除してもよいが、それ以外の記録は改変してはならない。特別な事情により、提出期限を守ることができない場合には、正当な理由を挙げた上で期限の延長を申請することができる。

	
	
	
	

	5.6.2事業者は、DNA検査などのために、MSC、認証機関、あるいは認定機関が、認証製品のサンプルを収集することを許可しなければならない。
	「標準リスク」（表3参照）事業者に分類された場合、審査員は監査および再認証審査で、認証製品から少量のサンプルを採取することになる。
「低リスク」事業者であっても、MSCが毎年行うDNA検査もしくは調査の一環として、覆面調査員が製品を購入もしくは料理を注文し、サンプルを採取することがある。

	
	
	
	

	5.6.2.1 検査結果として、問題が発覚した場合、以下のことを行わなければならない
a) 問題の原因について調査を行う。
b) 調査結果を認証機関に提出する。
c) 追加のサンプリング及び調査に協力する。
	検査の結果、店頭表示と異なる魚種、あるいは異なった水域で獲れたことが判明した場合、貴社は調査を実施しなければならない。
これは問題の原因が貴社にあるのか、あるいはサプライチェーンの川上にあるのか（例えば、認証取得サプライヤーが製品に誤った表示をして販売した場合等）を判断するための調査である。
問題の原因が貴社にある場合には、是正措置を講じなければならない。

	
	
	
	


表２：認証範囲の業務の定義
	Activity　業務
	Definition　定義

	水産物の取引（売買）
	製品を購入しない請負業者を除くすべての企業がこれに該当する可能性が高い

	保管
	保管区域に製品を置く

	流通
	密閉容器、パレット等で製品を受け取り、顧客もしくはグループ内の事業者に配送する事業者

	卸売
	密閉容器、パレット等で製品を受け取り、顧客もしくはグループ内の事業者に販売する事業者

	包装または再包装
	包装の改変は行うものの、製品そのものは改変しない

	加工
	一次加工、二次加工、付加価値加工、漁獲物の下拵え等の製品改変を行う（但し、消費者への小売および消費者に製品を提供するレストランやテイクアウトでの改変は含まれない）

	請負加工
	Any certificate holder that carries out processing on behalf of the product owner (does not legally own the seafood)
水産物の法的所有権がなく、所有企業に代わって加工を行う認証取得業者

	請負加工業者の使用
	認証製品の加工、再包装、改変を請負加工業者に発注する場合

	消費者向け小売
	消費者が製品を購入、テイクアウト、調理する場合。小売店の鮮魚売場、鮮魚店、消費者への直売市場を含む

	消費者向けレストラン／テイクアウト
	現場で調理した製品を消費者に直接提供する外食サービス


	表３：リスク評価
質問
回答
得点
一つの現場で同時に陳列、販売、もしくは提供できる認証魚種の数は？
２つ以上
3
１
1

一つの現場で同種、もしくは類似の魚種の認証製品と非認証製品が同時に扱われる可能性はあるか？

はい
4

いいえ
1

認証製品のラベルもしくは識別子は、本部や中央処理施設ではなく、各消費者向け現場で貼付されるか？
はい
3

いいえ
1

直近の審査／監査で、一つ以上の重度不適合が提起されたか？
はい
5

いいえ
1

認証製品を取り扱う現場の数は？
３つ以上
3

１－２
1

すべての消費者向け現場で、年に一回、あるいはそれ以上の頻度で、認証製品のトレーサビリティ検査を含む内部監査を実施しているか？
いいえ
0

はい
-3

最終消費者に販売／提供した認証水産物の重量と、購入した重量との照合を可能にする電子システムを導入しているか？
いいえ
0

はい
-3

合計点

1 – 12

低リスク
13 – 18

標準リスク

	表4：リスク評価

査察が必要な現場数
総現場数

初回認証審査

監査／再認証審査

1 〜 6

1

1

7〜 16

2

2

17 〜 36

3

2

37 〜 64

4

2

65 〜 100

5

2

101〜 144

6

2

145 〜 196

7

3

197 〜 256

8

3

257 to 324

9

3

325 to 400

10

3

401 to 484

11

4

485 to 576

12

4

577 to 676

13

4

677 to 784

14

5

785 to 900

15

5

901 to 1024

16

5

1024を超える
平方根×0.2を切り上げた数

平方根×0.15を切り上げた数
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